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岐阜県本社機能移転促進事業補助金交付要綱 

 

（総則） 

第１条 県は、企業の立地を促進し、県経済の活性化及び県民生活の安定を図るため、県外の

企業（本社の所在地が県外にあり、かつ、営利の目的をもって事業を営む法人（風俗営業等

の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定

する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営むものを除く。）をいう。

以下「補助事業者」という。）が県外から県内に本社機能を有する事業所の全部又は一部を

移転する場合の当該本社機能を有する事業所の設置に要する経費に対し、予算の範囲内で、

岐阜県本社機能移転促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その

交付に関しては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ 

ろによる。 

 （１） 本社機能を有する事業所 次に掲げるもののいずれかに該当するものをいう。 

ア 事務所であって、補助事業者の次に掲げるいずれかの部門のために使用されるもの 

（ア）調査及び企画部門 

（イ）情報処理部門 

（ウ）研究開発部門 

（エ）国際事業部門 

（オ）情報サービス事業部門 

（カ）商業事業部門 

（キ）サービス事業部門 

（ク）その他管理業務部門 

イ 研究所であって、補助事業者による研究開発において重要な役割を担うもの 

ウ 研修所であって、補助事業者による人事育成において重要な役割を担うもの  

 （２） 初期投下固定資産 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条に規定する

次のアからウまでに掲げるもののうち、それぞれ当該アからウまでに定めるものをいう。 

  ア 土地 本社機能を有する事業所の設置（家屋の新築又は増築をいう。以下同じ。）に

係る工事の着手前１年（未造成の用地を取得した場合にあっては、本社機能を有する事

業所の設置に係る工事の着手前３年）から操業、営業等の開始に至るまでに新たに取得

したもの（知事が別に定める面積を上限とする。） 

  イ 家屋 本社機能を有する事業所の設置のために操業、営業等の開始に至るまでに新た 

に取得したもの（知事が別に定める部分に限る。） 

  ウ 償却資産 家屋の取得に伴い新たに取得した資産のうち、本社機能を有する事業所の 

設置に係る工事の着手日から操業、営業等の開始に至るまでに取得したもの 

 （３） 事業所移転費 県外から県内に本社機能を有する事業所の全部又は一部を移転する

場合における本社機能の用に供する機械・器具、備品等の移転に伴う運送費、設置費（県

外の事業所における取外し費用を含む。）その他これらに準ずる経費をいう。 

（４） 移転常用雇用者 移転前の本社機能を有する事業所に第５条第１項の規定による承

認の申請の日より前から勤務し、本社機能を有する事業所の設置に伴い当該承認の申請の

日から第７条第２項に規定する交付申請対象期間の末日までの期間に、県外から県内に転

入する常用雇用者で、労働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１７条第１項に規定す
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る有期労働契約以外の労働契約を締結し、かつ、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用

管理の改善等に関する法律（平成５年法律第７６号）第２条第１項に規定する短時間労働

者に該当しない者（県内に居住する者に限る。）をいう。 

 （５） 従業員転居費 移転常用雇用者（当該移転常用雇用者の家族を含む。第９号及び第

１０号において同じ。）が転居する際の荷造運搬費、転入旅費その他これらに準ずる社会

通念上常識的な範囲の費用で、企業が負担するものをいう。 

 （６） 事業所改装費 本社機能を有する事業所の改装に係る経費及び本社機能の用に供す

る機械・器具、備品等の取得に要する経費をいう。 

 （７） シャトルバス借上費 移転常用雇用者が通勤に利用するシャトルバスの借上げ及び

運行に係る経費をいう。 

 （８） 機器リース料 リース取引（法人税法（昭和４０年法律第３４号）第６４条の２第

３項に規定するリース取引をいう。）により導入する本社機能の用に供する機械・器具、

備品等のリースに要する経費をいう。 

 （９） 従業員住宅取得費 地方税法第３４１条第３号に規定する家屋のうち、移転常用雇

用者を居住させるために、本社機能を有する事業所の設置に伴い県内において新たに取得

したものに係る経費をいう。 

（１０） 従業員住宅借上費 移転常用雇用者を居住させるための従業員住宅（５戸以上の

ものに限る。）の賃借に係る経費をいう。 

（１１） 新規常用雇用者 新規常用雇用者に係る期間内に本社機能を有する事業所に勤務

する次のいずれかに該当する者で、労働契約法第１７条第１項に規定する有期労働契約以

外の労働契約を締結し、かつ、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関

する法律第２条第１項に規定する短時間労働者に該当しない者をいう。 

ア 県内に居住し、新たに雇用される常用雇用者 

 イ 転勤により県外から県内に転入する常用雇用者 

（１２） 新規常用雇用者に係る期間 次に掲げる期間をいう。 

 ア 別表補助対象事業の欄１－①に該当する事業にあっては、第４条第１項に規定する指

定の申請の日から第７条第１項に規定する交付の申請の日までの期間 

イ 別表補助対象事業の欄２－①に該当する事業にあっては、第５条第１項に規定する承

認の申請の日から第７条第２項に規定する交付申請対象期間の末日までの期間 

（１３） 税財政優遇策 次に掲げるものをいう。 

  ア 課税免除等による優遇措置 

  イ 補助又は助成制度、奨励金その他の財政支出による優遇措置 

 （１４） 子会社  会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をい

う。 

 （１５） 親会社  会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。 

 （１６） 中小企業 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項に規

定する中小企業者をいう。 

 （１７） 企業立地の補助金 岐阜県企業立地促進事業補助金（平成１７年８月１日制定）、

岐阜県本社機能移転促進事業補助金（平成２７年４月１日制定）及び岐阜県大規模空き工

場企業誘致補助金（平成２５年４月１日制定）をいう。 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び経費（以下「補 

助対象経費」という。）並びに補助金の額及びその限度額は、別表のとおりとする。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の対象としないものとする。 

 （１） 本社機能を有する事業所を設置する市町村の税財政優遇策（前条第１３号アに掲げ
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るもので、普通交付税に関する省令（昭和３７年自治省令第１７号。以下「省令」という。）

第４３条に規定する課税免除等の特例規定の適用を受けるものを除く。）の適用を受けな

い事業である場合 

 （２） この補助金を除く県の税財政優遇策（補助対象経費と重複する経費に対するものに

限る。）（前条第１３号アに掲げるもので、省令第４２条に規定する課税免除等の特例規

定の適用を受けるもの、岐阜県企業立地の促進のための不動産取得税の税率の特例に関す

る条例（平成２６年岐阜県条例第１０号）の規定による優遇措置及び岐阜県地方活力向上

地域における事業税及び不動産取得税の特例に関する条例（平成２７年岐阜県条例第４３

号）の規定による優遇措置を除く。）を受ける事業である場合 

 （３） 企業立地の補助金の規定による指定を過去に同一の敷地において受けている法人 

 （４） 補助事業者が次のいずれかに該当する場合 

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である

場合 

  イ 役員等（役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者で

あるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を総括する権限を代行し得

る地位にある者を含む。）をいう。）をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴対法第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるなど、暴力団がその経営又は運

営に実質的に関与している法人である場合 

ウ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法人で

ある場合 

エ 役員等が、その属する法人若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日

から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している法人である場合 

  オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人である場合 

カ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係

を有している法人である場合 

キ 役者等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者である

ことを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これ

を利用している法人である場合 

 

（補助対象事業の指定） 

第４条 別表補助対象事業の欄１－①に該当する事業に係る補助金の交付を受けようとする者

は、協議の上、本社機能を有する事業所の設置に係る工事の着手日の３０日前までに、別記

第１号様式により知事に申請して、補助対象事業に該当する旨の指定を受けなければならな

い。 

２ 前項の場合において、親会社及び子会社又はこれらと同等の関係にある複数の企業が共同

で事業を行うときは、連名で、又は当該共同で事業を行う企業のうちいずれか一の企業がこ

れらの企業を代表して申請することができる。 

３ 知事は、第１項の規定による申請について、その内容が補助対象事業として適当であると

認めるときは、補助対象事業として指定し、別記第２号様式により、その旨を補助事業者に

通知するものとする。 

４ 知事は、第２項の規定による申請について、当該共同で行う事業が一の事業であると認め

る場合に限り、補助対象事業として指定するものとする。 
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（補助対象事業の承認） 

第５条 別表補助対象事業の欄１－②、２－①又は２－②に該当する事業に係る補助金の交付

を受けようとする者は、協議の上、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る様式により知事に申請して、補助対象事業に該当する旨の承認を受けなければならない。 

 （１） 別表補助対象事業の欄１－②又は２－②に該当する事業 別記第３号様式 

 （２） 別表補助対象事業の欄２－①に該当する事業 別記第４号様式 

２ 前項の規定による申請は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期日

までに行わなければならない。 

 （１） 別表補助対象事業の欄１－②に該当する事業 本社機能を有する事業所の設置に係 

る工事の着手日の３０日前 

 （２） 別表補助対象事業の欄２－①又は２－②に該当する事業 本社機能を有する事業所 

に係る家屋の賃貸借契約の締結日の１５日前 

３ 前条第２項から第４項までの規定は、第１項の規定による申請について準用する。この場

合において、前条第２項中「前項」とあるのは「第５条第１項」と、同条第３項中「指定」

とあるのは「承認」と、「別記第２号様式」とあるのは「別表補助対象事業の欄１－②又は

２－②に該当する事業にあっては別記第５号様式、別表補助対象事業の欄２－①に該当する

事業にあっては別記第６号様式」と読み替えるものとする。 

 

（補助対象事業の本社機能を有する事業所等の変更の承認） 

第６条 前条第１項の承認（別表補助対象事業の欄２－①又は２－②に該当する事業に係るも

のに限る。）を受けた者は、本社機能を有する事業所の設置の場所等を変更しようとすると

きには、変更後の本社機能を有する事業所に係る家屋の賃貸借契約の締結日の１５日前まで

に、別記第７号様式により知事に申請して、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による申請について、その内容が引き続き補助対象事業として適当で

あると認めるときは、これを承認し、別記第８号様式により、その旨を補助事業者に通知す

るものとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第７条 第４条第１項の指定を受けた者は、補助金の交付を受けようとするときは、本社機能

を有する事業所の操業、営業等の開始日から起算して６月以内に、交付申請書（別記第９号

様式）により知事に交付の申請をしなければならない。 

２ 第５条第１項又は前条第１項の承認を受けた者は、補助金の交付を受けようとするときは、

本社機能を有する事業所の操業、営業等の開始日の１５日前まで（２年目以降の補助金の交

付の申請については、操業、営業等の開始日から１年を経過するごとの日までの期間（以下

「交付申請対象期間」という。）の末日から２０日以内）に、次の各号に掲げる区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める様式により知事に交付の申請をしなければならない。 

 （１） 別表補助対象事業の欄１－②又は欄２－②該当する事業 別記第１０号様式 

 （２） 別表補助対象事業の欄２－①に該当する事業 別記第１１号様式 

３ 第１項又は第２項の交付の申請に当たっては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に地方税法の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額しなければならない。ただし、申請時におい

て当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 
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（補助金の交付の決定通知） 

第８条 規則第７条の規定による交付の決定の通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める様式により行うものとする。 

 （１） 第４条第１項の指定を受けたもの 別記第１２号様式 

 （２） 第５条第１項の承認（第１号に係るものに限る。）を受けたもの 別記第１３号様 

 式 

 （３） 第５条第１項の承認（第２号に係るものに限る。）を受けたもの 別記第１４号様 

  式 

２ 知事は、前条第３項の規定により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

について減額して交付の申請がなされたものについて、これを審査し、適当と認めるときは、

当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 知事は、前条第３項ただし書に規定する場合においては、規則第１４条の規定による補助

金の額の確定時に、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額すること

とし、その旨の条件を付して交付の決定を行うものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第９条 補助金の交付の決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。 

（１） 補助対象事業に要する経費の配分の変更（補助対象経費の２０パーセント以内の配

分の変更を除く。）をする場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

（２） 補助対象事業の内容の変更をする場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。  

（３） 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。  

（４） 補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難とな

った場合は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

２ 前項に定めるもののほか、知事は、当該補助金の交付の目的を達成するために必要がある

と認めるときは、次に掲げる条件を付することができる。  

（１） 補助金の額が１億円を超える場合において、当該１億円を超える部分に対する補助

金を翌年度以降に分割して交付すること（別表補助対象事業の欄１－①に該当する事業に

限る。）。 

（２） その他知事が必要と認めるもの 

３ 第１項第１号から第３号までの規定により知事の承認を受けようとする場合の申請書の様

式は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 第１項第１号及び第２号の知事の承認 別記第１５号様式 

（２） 第１項第３号の知事の承認 別記第１６号様式 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができるのは、補助金の交 

付の決定の日から１５日以内とする。 

 

（実績の報告） 

第１１条 実績報告書の様式は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めると

おりとする。 

 （１） 第５条第１項第１号に掲げる事業 別記第１７号様式 

（２） 第５条第１項第２号に掲げる事業 別記第１８号様式 

２ 実績報告書の提出期限は、交付申請対象期間の末日から３０日を経過する日とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第４条第１項の指定を受けた者にあっては、第７条第１項の交

付申請書の提出をもって実績報告書の提出に代えるものとする。 
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４ 規則第１３条の場合において、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が

明らかなときは、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければ

ならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 規則第１４条による額の確定の通知は、別記第１９号様式により行うものとする。 

２ 規則第１４条の規定にかかわらず、第４条第１項の指定を受けた者にあっては、規則第５

条の規定による交付の決定をもって規則第１４条の規定による額の確定に代えるものとす

る。 

 

（履行確認） 

第１３条 知事は次の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める書類及び現

地確認により、事業終了後速やかに履行の確認を行う。 

 （１）第４条第１項の指定を受けたもの 第７条第１項の交付申請書 

 （２）第５条第１項の承認を受けたもの 第１１条第１項の実績報告書 

２ 現地確認を行うときは、あらかじめ、補助事業者に、確認の日時及び場所その他必要な事

項を通知するものとする。ただし、緊急に確認を行う必要があるときは、この限りでない。 

 

（補助金の交付請求書） 

第１４条 第１２条第１項の通知を受けた者は、別記第２０号様式により知事に補助金の交付

を請求することができる。 

 

（補助金の交付） 

第１５条 知事は、前条の規定による請求を受けたときは、補助金を交付するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、補助対象事業の完了後に消費税及び地方消費税の申告

により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別記第

２１号様式により速やかに知事に報告をしなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額に

相当する額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（暴力団の排除等） 

第１７条 規則第４条の交付の申請があった場合において、当該申請をした者が第３条各号に

掲げる場合に該当するときは、知事は、その者に対して、補助金の交付をしないものとする。 

２ 知事は、規則第５条の規定による交付の決定をした後において、当該交付の決定を受けた

者が第３条各号の規定に該当することが明らかになったときは、規則第１７条第１項の規定

により、補助金の交付の決定を取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に補助金が交付されているときは、知事は、規則第１８条第１項

の規定により補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（指定の取消し等） 

第１８条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第４条第１

項の指定、第５条第１項若しくは第６条第１項の承認又は規則第５条の規定による交付の決

定を取り消すことができる。 

 （１） 第４条第１項の指定を受けた者又は第５条第１項若しくは第６条第１項の承認を受
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けた者が、事業の休止又は廃止その他の事由により事業を実施していないとき。 

 （２） 第５条第１項又は第６条第１項の承認を受けた者が、正当な理由なく、補助金の交

付を受けた日から５年以内に事業を休止し、廃止し、又は著しく縮小したとき。 

２ 知事は、前項の規定による取消しを受けた者が既に補助金の交付を受けているときは、そ

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（地位の承継） 

第１９条 補助金の交付後に、合併、譲渡その他の事由により補助事業者から補助対象事業を

承継した者は、この要綱に基づく補助対象事業に係る地位を承継するものとする。 

２ 前項の規定によるほか、合併、譲渡その他の事由により補助事業者から補助対象事業を承

継した場合で、知事が補助対象事業の同一性、継続性等の観点から適当と認めるときは、当

該事業を承継した者は、次に掲げる者の地位を承継することができるものとする。 

 （１） 第４条第１項の指定の申請を行った者 

 （２） 第４条第１項の指定を受けた者 

 （３） 第５条第１項の承認の申請を行った者 

 （４） 第５条第１項の承認を受けた者 

 （５）  第６条第１項の変更の承認の申請を行った者 

  （６）  第６条第１項の承認を受けた者 

 （７） 第７条第１項又は第２項の交付の申請を行った者 

 （８） 規則第５条の規定による交付の決定を受けた者 

  （９） 規則第１３条の規定による実績の報告を行った者 

 （１０） 規則第１４条の規定による額の確定を受けた者 

３ 前２項の規定により地位を承継した者は、地位を承継させた者と連名で、その承継した日

から１月以内に、別記第２２号様式による事業承継届に承継の事実を証明する書類を添えて、

これを知事に届け出なければならない。 

 

（指示事項の遵守） 

第２０条 補助金の交付を受けた者は、別記第２３号様式により、補助金の交付の決定を受け

た日の属する事業年度の開始の日から５年以内に終了する各事業年度の補助対象事業に関す

る操業、雇用、営業等の状況について、各事業年度終了の日の翌日から３月以内に、知事に

報告しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けた者は、知事が当該補助金の交付の対象となる本社機能を有する事業

所の操業、雇用、営業等の状況等についての報告を求める等必要な指示をしたときは、これ

に従うものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第２１条 規則第２１条第２号の知事の定めるものは、補助対象事業により取得し、又は効用

の増加した価格が１件当たり５０万円以上の償却資産とする。 

２ 規則第２１条ただし書の知事が定める期間は、補助金の交付を受けた日（第９条第２項第

１号に規定する条件に基づいて補助金を分割交付する場合は、別記第１２号様式により通知

する年度の補助金の交付を受けた日）後５年間とする。 

 

（書類、帳簿等の保存期間） 

第２２条 規則第２２条に規定する書類、帳簿等の保存期間は、補助対象事業の完了の日の属

する年度の翌年度以後５年間とする。 
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 （書類の提出部数） 

第２３条 この要綱により提出すべき書類の部数は、１通とする。 

 

（委任） 

第２４条 この要綱の取扱いに関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年度分の予算に係る補助金から適用する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、改正後の岐阜県本社機能移転促進事業補助金

交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、平成２９年４月１日以後に新要綱第４条の規

定による指定の申請又は新要綱第６条の規定による承認の申請を行う事業から適用する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成３０年８月２０日以後に第４条第１項の指定又は第６条第１項の承認の申

請を行う事業から適用する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和元年１０月２５日以後に第４条第１項の指定又は第５条第１項の承認の申

請を行う事業から適用する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和５年４月１日以後に第４条第１項の指定又は第５条第１項の承認の申請を

行う事業から適用する。 

 

 附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日以後に第４条第１項の指定又は第５条第１項の承認の申請

を行う事業から適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、令和７年３月３１日までに県が誘致活動をしている者に対する

この要綱の適用については、なお従前の例による。 
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別表（第３条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額 補助金の額
の限度額 

１  本社機能を有する事業所に係る家屋を
新設し、又は増設する事業 

 

 
 

 
 

 

 ①次に掲げる条件を全て満たすもの 

一 初期投下固定資産額が、次のア又
はイに掲げる企業の区分に応じ、当
該ア又はイに定める額以上である
こと。  

ア 中小企業 １,０００万円 

イ 中小企業以外 ３,５００万円 

 二 新規常用雇用者が、次のア又はイ
に掲げる企業の区分に応じ、当該ア
又はイに定める人数以上であるこ
と。  

ア 中小企業 ２人  

（本社機能移転に伴い県外から県内

に転入する常用雇用者を１人以上

含むこと。） 

イ 中小企業以外 ５人 

（本社機能移転に伴い県外から県内

に転入する常用雇用者を２人以上

含むこと。） 

本社機能を有する事業所
の設置に係る初期投下固
定資産の取得に要する経
費（第７条第１項の交付
の申請の日までに支出す
る経費に限る。）（仲介
手数料、租税公課等を除
く。） 
 

補助対象経費の１０
分の１以内の額 
 

５億円 
 

②上記１－①の事業を行う企業のうち、 

次に掲げる条件を全て満たすもの 

一 東京都の特別区の存する区域か
ら県内に本社機能を有する事業所
の全部又は一部を移転すること。 

 二 移転常用雇用者が１０人以上で
あること。 

 

 

 

 

（１）本社機能を有する
事業所の移転に要する次
に掲げる経費（本社機能
を有する事業所の設置に
係る工事の着手日から操
業、営業等の開始までに
完了し、第１１条第２項
に規定する１年目の補助
金の実績の報告の日まで
に支出する経費に限る。
）（租税公課を除く。） 

ア 事業所移転費 

イ 従業員転居費 

（２）操業、営業等の開
始後６０月を経過する日
までの次に掲げる経費（
租税公課を除く。） 

ア シャトルバス借上費 

イ 機器リース料 

（３）操業、営業等の開
始後２４月を経過する日
までの従業員住宅借上費
（共益費を含み、敷金、
権利金その他これらに類
する諸経費及び租税公課
を除く。） 

（４）従業員住宅取得費
（本社機能を有する事業
所の設置に係る工事の着
手日から操業、営業等の
開始までに新たに取得し
、第１１条第２項に規定
する１年目の補助金の実
績の報告の日までに支出
する経費に限る。）（仲
介手数料、租税公課等を
除く。） 

 

（１）～（３）補助
対象経費の２分の１
以内の額 
（４）補助対象経費
の１０分の１以内の
額 
 

５億円（（１）
～（４）の通
算額） 

２ 本社機能を有する事業所に係る家屋を
賃借する事業 
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 ①新規常用雇用者が、次の各号に掲げる
企業の区分に応じ、当該各号に定める人
数以上であるもの  

一 中小企業 ２人 

（本社機能移転に伴い県外から県内

に転入する常用雇用者を１人以上

含むこと。） 

二 中小企業以外 ５人 

（本社機能移転に伴い県外から県内

に転入する常用雇用者を２人以上

含むこと。） 

操業、営業等の開始後６
０月を経過する日までの
本社機能を有する事業所
の設置に係る賃借料（共
益費を含み、敷金、権利
金その他これらに類する
諸経費及び租税公課を除
く。） 

補助対象経費の２分
の１以内の額 
 

３億円 

（６０月の通
算額） 

②上記２－①の事業を行う企業のうち、 

次に掲げる条件を全て満たすもの 

一 東京都の特別区の存する区域か
ら県内に本社機能を有する事業所
の全部又は一部を移転すること。 

 二 移転常用雇用者が１０人以上で
あること。 

 

（１）本社機能を有する
事業所の移転に要する次
に掲げる経費（本社機能
を有する事業所に係る家
屋の賃貸借契約の締結日
から操業、営業等の開始
までに完了し、第１１条
第２項に規定する１年目
の補助金の実績の報告の
日までに支出する経費に
限る。）（租税公課を除
く。） 

ア 事業所移転費 

イ 従業員転居費 

ウ 事業所改装費 

（２）操業、営業等の開
始後６０月を経過する日
までの次に掲げる経費（
租税公課を除く。） 

ア シャトルバス借上費 

イ 機器リース料 

（３）操業、営業等の開
始後２４月を経過する日
までの従業員住宅借上費
（共益費を含み、敷金、
権利金その他これらに類
する諸経費及び租税公課
を除く。） 

 

（１）～（３）補助
対象経費の２分の１
以内の額 
 

５億円（（１）
～（３）の通
算額） 

備考：１―②は１－①と、２－②は２－①とそれぞれ併せて適用できるものとする。 


